
甲賀市介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱 

 （趣旨） 

第１条 この告示は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）

第１１５条の４５第１項に規定する介護予防・日常生活支援総合事業（以下「総

合事業」という。）の実施に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（事業の目的） 

第２条 総合事業は、市が中心となって、地域の実情に応じて、住民、ＮＰＯ、事

業者等の多様な主体が参画し、介護予防・日常生活支援に伴う多様なサービスを

充実することにより、地域の支え合いの体制づくりを推進し、居宅要支援被保険

者その他の厚生労働省令（以下「省令」という。）で定める被保険者（以下「居

宅要支援被保険者等」という。）に対する効果的かつ効率的な支援を可能とする

ことを目的とする。 

（定義） 

第３条 この告示において使用する用語は、法及び介護保険法施行令（平成１０年

政令第４１２号。以下「施行令」という。）その他省令で使用する用語の例によ

る。 

（総合事業の実施） 

第４条 市長は、総合事業として次に掲げる事業を実施するものとする。 

（１） 介護予防・生活支援サービス事業（法第１１５条の４５第１項第１号に

規定する事業をいう。以下「第１号事業」という。） 

（２） 一般介護予防事業（法第１１５条の４５第１項第２号に規定する事業を

いう。） 

２ 前項の事業の構成、内容及び対象者は、別表第１及び別表第２のとおりとする。 

３ 市長は、第１号事業について、市が直接実施するもののほか、次に掲げる方法

により実施できるものとする。 

（１） 法第１１５条の４５の５に基づき市長が指定する者（以下「指定事業者」

という。）による実施 

（２） 法第１１５条の４７第４項の規定に基づく介護保険法施行規則（平成１

１年厚生省令第３６号。以下「施行規則」という。）第１４０条の６９の規定

に適合する者に対する委託による実施 



（３） 施行規則第１４０条の６２の３第１項第２号の規定に基づく補助による

実施 

４ 市長は、一般介護予防事業について、市が直接実施するもののほか、前項第２

号又は第３号に掲げる方法により実施するものとする。 

（事業所の指定） 

第５条 市長は、総合事業（介護予防ケアマネジメントを除く。）の実施について

適切な事業運営が確保できると認める者が運営する事業所を、第１号事業を実施

する事業所として指定（以下「指定事業所」という。）するものとする。 

２ 介護予防ケアマネジメントは、甲賀市介護保険条例（平成１８年甲賀市条例第

２１号）第２０条に規定する地域包括支援センターが実施するものとする。ただ

し、市長が認めたときは、居宅介護支援事業者（法第４６条第１項に規定する指

定居宅介護支援事業者のことをいう。）に委託することができる。 

３ 指定事業所の指定に関し必要な事項は、別に定める。 

 （高額介護予防サービス費等相当事業） 

第６条 市長は、総合事業において、総合事業対象者が支払った利用料が著しく高

額であるときは、法第６１条に規定する高額介護予防サービス費及び法第６１条

の２に規定する高額医療合算介護予防サービス費の支給に相当する額（以下「高

額介護予防サービス費等相当額」という。）を支給するものとする。 

２ 前項に掲げる高額介護予防サービス費等相当額の支給要件、支給額その他高額

介護予防サービス費等相当額に関し必要な事項は、施行令第２９条の２の２及び

第２９条の３の規定に準ずる。 

（第１号事業に要する費用の額） 

第７条 市が定める第１号事業に要する費用の額は、別表第２に掲げる単位数に別

表第３に掲げる１単位の単価を乗じて算定するものとする。 

２ 前項の規定により算定した場合において、当該額に１円未満の端数があるとき

は、その端数金額は切り捨てて計算するものとする。 

（第１号事業支給費の額） 

第８条 居宅要支援被保険者等が、指定事業所により行われる第１号事業のうち訪

問型サービス事業又は通所型サービス事業を利用したときは、市は、当該居宅要

支援被保険者等が当該指定事業者に支払うべき当該訪問型サービス事業等に要し



た費用について、当該居宅要支援被保険者等に対し支給すべき額の限度において、

当該居宅要支援被保険者等に代わり、１００分の９０に相当する額を当該指定事

業者に支払う。ただし、当該居宅要支援被保険者等の所得が、施行令第２２条の

２で定めるところにより算出した額以上である場合は、１００分の８０に相当す

る額を当該指定事業者に支払う。 

（利用料等） 

第９条 総合事業の利用者は、別表第２に定める利用者負担に応じた利用料を負担す

るものとする。 

２ 総合事業の実施の際に、食費、原材料費等の実費が生じたときは、当該実費は利

用者の負担とする。 

３ 第１項の利用料及び前項の実費は、利用者が総合事業を実施する機関に直接納付

するものとする。 

（第１号事業支給費に係る支給限度額） 

第１０条 訪問型サービス事業及び通所型サービス事業に係る支給限度額は、それ

ぞれ要支援区分に応じた限度額とする。 

２ 事業対象者は、要支援１の限度額とする。 

 （秘密保持等） 

第１１条 総合事業に従事する者及び従事者であった者は、正当な理由なく、その

業務上知り得た利用者又はその家族等の秘密を漏らしてはならない。 

 （関係機関との連携） 

第１２条 市長は、高齢者団体、地域サロン、医療機関等の関係機関との連携を図

り、総合事業による効果が期待される対象者の早期発見に努めるほか、対象者に

対する支援が円滑かつ効果的に行われるよう努めなければならない。 

（指導及び監督） 

第１３条 市長は、総合事業の適切かつ有効な実施のため、第４条第３項の規定に

より第１号事業を実施する者に対して、指導及び監督を行うものとする。 

 （その他） 

第１４条 この告示に定めるもののほか、総合事業の実施に関し必要な事項は、市

長が別に定める。 

付 則 



 この告示は、平成２９年４月１日から施行する。



別表第１（第４条関係） 

構成 個別事業名 事業内容 

介
護
予
防
・
生
活
支
援
サ
ー
ビ
ス
事
業
（
第
１
号
事
業
） 

訪問型サービス 
法第１１５条の４５第１項第１号イに規定する第１号訪

問事業 

 現行相当サービス 
指定事業所により実施する旧介護予防訪問介護に相当す

るサービス 

  訪問型サービス（現行相当） 
サービスを受ける者の居宅において、訪問介護員が身体

介護及び生活援助を行う。 

 緩和した基準によるサービス 
指定事業所により実施する旧介護予防訪問介護に係る基

準よりも緩和した基準によるサービス 

  訪問型サービスＡ 

サービスを受ける者の居宅において、主に雇用される労

働者（訪問介護員又は市の行う修了者）が生活援助を行

う。 

通所型サービス 
法第１１５条の４５第１項第１号ロに規定する第１号通

所事業 

 現行相当サービス 
指定事業所により実施する旧介護予防通所介護に相当す

るサービス 

 

 通所型サービス（現行相当） 
通所介護施設で必要な日常生活上の支援及び機能訓練を

行う。 

緩和した基準によるサービス 
指定事業所により実施する旧介護予防通所に係る基準よ

りも緩和した基準によるサービス 

 通所型サービスＡ 
通所介護施設で自立支援に資する通所事業として、半日

のミニデイサービスを行う。 

短期集中予防サービス 
保健又は医療の専門職により提供される支援で、３～６

月の短期間で行うサービス 

 通所型サービスＣ 
主にリハビリテーションを行う短期集中予防サービスで、

運動器の機能向上の短期（３月）集中プログラムを行う。 

介護予防ケアマネジメント 
法第１１５条の４５第１項第１号ニに規定する第１号介

護予防支援事業 

 介護予防ケアマネジメントＡ 

サービスを受ける者の心身の状況、その置かれている環

境その他の状況に応じて、適切な事業が包括的かつ効率

的に提供されるよう必要な援助を行う。 

一
般
介
護
予
防
事
業 

介護予防把握事業 

地域の実情に応じて収集した情報の活用により、閉じこ

もりの予防や自立支援を必要とする者を把握し、介護予

防活動につなげる。 

介護予防普及啓発事業 
介護予防の普及啓発に資する介護予防教室、研修会等の

開催や介護予防の基本的知識について普及啓発を行う。 

地域介護予防活動支援事業 
地域における住民主体の介護予防活動の育成及び支援を

行い、介護予防活動の地域展開を促進する。 

一般介護予防事業評価事業 

介護保険事業計画に定める目標値の達成状況等の検証を

行い、総合事業全体の事業評価を行い、事業全体の改善

に繋げる。 

地域リハビリテーション活動支援事

業 

地域における介護予防の取組を機能強化するため、通所、

訪問、地域ケア会議、サービス担当者会議、住民運営の

通いの場等へのリハビリテーション専門職の関与を促進

する。 

 

 

  



別表第２（第４条、第７条、第９条関係） 

種類 個別事業名 対象者 単位数等 利用者負担 

介
護
予
防
・
生
活
支
援
サ
ー
ビ
ス
事
業
（
第
１
号
事
業
） 

訪
問
型
サ
ー
ビ
ス 

現
行
相
当
サ
ー
ビ
ス 

訪問型サービス

（現行相当） 

要支援１、２ 

事業対象者 

週１回 

１月につき 

１，１６８単位 

法の定める予防

給付と同様、費

用の１割とする。

ただし、一定以

上の所得のある

場合は２割負担

とする。また、

区分支給限度基

準額を超えて利

用する場合は、

全額自己負担と

する。 

週２回 

１月につき 

２，３３５単位 

要支援２ 

週３回 

１月につき 

３，７０４単位 

緩
和
し
た
基
準
に
よ
る 

サ
ー
ビ
ス 

訪問型サービスＡ 
要支援１、２ 

事業対象者 

週１～２回 

１回３０分未満 

１回につき 

１６５単位 

週１～２回 

１回３０分以上 

１時間以内 

１回につき 

２４８単位 

通
所
型
サ
ー
ビ
ス 

現
行
相
当 

サ
ー
ビ
ス 

通所型サービス

（現行相当） 

要支援１ 

事業対象者 

週１回 

１月につき 

１，６４７単位 

要支援２ 

週２回 

１月につき 

３，３７７単位 

緩
和
し
た
基
準
に
よ
る
サ
ー
ビ
ス 

通所型サービスＡ 

要支援１、２ 

事業対象者 

半日実施 

週１回程度 

１月につき 

１，３１８単位 

１日につき 

４４単位 

要支援２ 

事業対象者 

半日実施 

週２回程度 

１月につき 

２，７０２単位、

１日につき 

９０単位 

通所型サービスＡ

（他サービス併用

の場合） 

要支援１、２ 

事業対象者 

半日実施 

週１回程度 

１回につき 

３２９単位 

要支援２ 

事業対象者 

半日実施 

週２回程度 

１回につき 

３３８単位 

短
期
集
中
予

防
サ
ー
ビ
ス 

通所型サービスＣ 

事業対象者 

（利用者１人に対し、

１回限りの提供とす

る。） 

週１回 

１月につき 

１４，７１０円 

１月につき 

１，４７０円 



介
護
予
防
ケ
ア 

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト 

介護予防ケアマネジメン

トＡ 

要支援１、２（訪問型

サービス事業又は通所

型サービス事業のみを

利用するものに限る。） 

事業対象者 

４３０単位 

 

指定介護予防支援に要する費用の額

の算定に関する基準（平成１８年厚

生労働省告示第１２９号）に規定す

る介護予防支援費に要する費用の額 

一
般
介
護
予
防
事
業 

介護予防把握事業 

６５歳以上の者 
事業に利用に必要な原材料費の実費

に相当する額 

介護予防普及啓発事業 

地域介護予防活動支援事業 

地域リハビリテーション活動支

援事業 

一般介護予防事業評価事業 

 

別表第３（第７条関係） 

事業名 単価（１単位当たり） 

訪問型サービス（現行相当） １０．４２円 

訪問型サービスＡ １０．４２円 

通所型サービス（現行相当） １０．２７円 

通所型サービスＡ １０．２７円 

介護予防ケアマネジメントＡ １０．４２円 

ただし、事業所が他市町村に所在し、第１号事業を実施する場合にあっては、当該他市町村の地域区分

における単価を用いることとする。 


